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１．倶知安町地域再生可能エネルギー導入ビジョン策定の背景 

倶知安町では、2018 年 3 月に「倶知安町地域再生可能エネルギー導入ビジョン（以下、再エネ導

入ビジョンという。）」を策定し、“資源循環があり環境と共生するまちづくりの推進”を基本理念と

し、エネルギー利用の循環利用の推進として、①木質バイオマスの利用拡大、②RDF の利用拡大を

図ることとしました。 
 しかし、RDF や木質バイオマスは、技術面、供給面、品質面、管理面などの課題があり、倶知安

町内の適用事例が少なく、想定したエネルギー構造の転換が十分に進んでいない状況です。 
 一方、現行ビジョン策定当時（2018 年）から、地球環境を取り巻く社会情勢は大きく変化し、2020
年 10 月に我が国は、2050 年カーボンニュートラル目標の達成を目指すことを宣言し、「地域脱炭素

ロードマップ」（2021 年 6 月 9 日）、「地球温暖化対策計画」（2021 年 10 月 22 日閣議決定）が策定

され、2030 年度に温室効果ガスを 2013 年度比で 46％削減することを表明しました。地域脱炭素ロ

ードマップでは、今後 5 年間を集中期間として“実行の脱炭素ドミノを起こす”べく、施策を総動員

することとし、関係省庁から多くの補助事業が実施されています。 
加えて、倶知安町を取り巻く情勢も大きく変化し、国際リゾートとして発展を続ける中、海外観光

客・外国籍住民の増加、北海道新幹線倶知安駅開業、高速道路の開通など、“ヒト・もの”の流れが

大きく変わり、大きな転換点を迎えております。従って、これらの環境変化も考慮しつつ、第 6 次倶

知安町総合計画の理念である“この町に住んで良かった”と感じ、夢を持って住み続けられる「ふる

さと倶知安」を実現できる新たな再エネ導入ビジョンが求められています。 
その際、SDGs（持続可能な開発に関する 17 の目標）、特に目標 7「エネルギーをみんなにそして

クリーンに」と、目標 13「気候変動に具体的な対策を」に沿った内容を目指します。 
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２．現行再エネ導入ビジョンの概要 

２．１ 現行再エネ導入ビジョンの基本理念と導入目標 
 現行再エネ導入ビジョンの基本理念は、当時の第 5 次倶知安町総合計画の施策「次の世代に引き継

げるまち」の施策方向性である「資源循環があり環境と共生するまちづくりの推進」を基本理念と定

め、これを実現するため「循環型社会の形成」を目指して、以下の基本理念・基本方針を定めていま

す。 
 
 

基本理念「資源循環があり環境と共生するまちづくりの推進」 
 

 基本方針「エネルギー資源の循環利用の推進」 
＜１：エネルギー構造の転換＞ 
 化石燃料に依存した従来型のエネルギー構造から、地域に存在する再エネを最大限

利用する地域循環型のエネルギー構造への転換を図ります。 
＜２：全ての町民が参加する取り組み＞ 
 すべての町民がエネルギーの地域循環利用の意義と重要性を理解し、創意と工夫、

努力を持って取り組むこととします。 
＜３：地域重点導入エネルギーの選定＞ 
 地域循環利用エネルギーとして、「廃棄物エネルギー」「未利用材を中心とした木質

バイオマスエネルギー」「地下熱エネルギー」「雪氷エネルギー」を挙げ、中でも利

用可能性の大きい RDF と木質バイオマスを地域重点導入エネルギーに選定し、そ

れらを地域で利用する仕組みづくりを進めます。重点導入エネルギーのほかに、雪

氷エネルギーと地下熱エネルギーを推進エネルギーとして選定し、従前と同様に普

及促進を図っていきます。 
＜４：環境と共生したまちづくりへの寄与＞ 
 地域循環型のエネルギー構造への転換の取り組みによって、環境やエネルギー・廃

棄物に関する地域の理解が深まり、環境と共生するまちづくりの推進に寄与しま

す。 
＜５：安全、環境保全、経済の両立＞ 
 安全と地球環境の保全に努め、再エネの推進と地域発展の両立を図ります。 

 
 
 
２．２ 現行再エネ導入ビジョンの導入目標 
 現行再エネ導入ビジョンでは、将来の地域再エネ導入目標として、業務分野と町有施設への導入

促進を重点項目とし、それぞれの分野別の再エネ導入目標量を表 2-1 の通り整理しています。 
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表 2-1 現行再エネ導入ビジョンの導入目標 

 
この導入目標から二酸化炭素排出量削減目標（年間削減 CO2 トン数）を求めたものを以下に示し

ます。 
 
 A 重油の削減 CO2 ＝ 0.0189×44／12×1000×212.2 ＝ 14,705 t-CO2 
 
 従って、上記 14,705t の CO2が削減されることとなり、町全体の発生量 149,060t-CO2が

134,355t-CO2と 10％程度低減することが出来るとしています。 
 そこで現行ビジョンでは、この 10％低減（▲14,705t-CO2）を削減目標とし、目標年度を 2030
年としています。 
 
  

年間賦存量
TJ

利用可能量
TJ

評価結果

1,169 1.17 町遊休地への設置など、自治体による導入を促進する。

温泉水 10 10.20
既に有効利用が図られている事例もあることから、引き続き利用促進を図ることと
するが、定量目標設定は行わない。

地下熱 53 53.23
これまでも利用促進が図られてきており、利用実績もあることから、
引き続き利用促進を図るとともに、町有施設（新庁舎）への導入を目指す。

雪氷エネルギー 雪氷冷房 1,187 2.31
賦存量が大きく、町民の期待も大きいことから出来る限り利用促進（PR)
を図っていく。しかし、貯蔵施設や雪の運搬・集積などの課題が大きい
ことから、定量目標設定は行わない。

RDF 95 95.20
課題への対応をしっかり取ることで、全量（95.2TJ）を域内利用することを
目標とする。

木質 159 117.00
年間を通じた安定需要を創出し、ボイラー調査等の情報提供することで、
全量（117TJ)を域内で利用することとする。

エネルギー種別 導入目標

地下熱エネルギー

設定なし

庁舎等検討

95.2TJ（全量）

117TJ（全量）

太陽光発電 設定なし

バイオマスエネルギー

設定なし
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３．倶知安町地域再エネ導入ビジョンの改訂方針 

 現行の倶知安町地域再エネ導入ビジョンでは、木質バイオマスと RDF について具体的な目標設定

を行い、その他のエネルギーは設定なしとしています。また、どの施設にどの程度導入するかの検討

はなされていないため、具体性に欠けています。 
 しかし、木質バイオマスについては、町内への導入があまり進んでいないことに加え、RDF につ

いても、RDF を専用燃料とするボイラーが存在しない現状から導入が進んでいない状況です。 
 更に、エネルギー転換技術の進展から、現行ビジョンでは注目されなかったエネルギーが利用可能

となることも考えられます。 
そこで、現行ビジョンの基本理念である“資源循環があり、環境と共生するまちづくりの推進”を

活かすために、今回の地域再エネ導入ビジョン改訂の基本方針を以下の通りとします。 
 
 

 
  

地域再エネ導入ビジョン改訂の基本方針 
 

○ 倶知安町の自然環境、社会経済環境などを調査し、倶知安町で調達可能な再エ

ネ賦存量・利用可能量の再評価を行います。 

○ 倶知安町の公共施設におけるエネルギーの使用状況を調査し、業務形態ごと

にモデル化し、適用可能な再エネ種別を特定します。 

○ モデル化された業務形態ごとに、特定された再エネの導入検討を行います。 

○ 検討に際して最新の再エネ利用技術調査を行い、現在そして将来に倶知安町

に適用活用可能な技術、導入形態、導入量を明らかにします。 

○ これにより、低炭素社会実行計画の目標である 2030 年度で 2013 年度比 50％

削減という数値を実現するための道筋を提案します。 
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４．地域で調達可能な再エネ賦存量・利用可能量の再評価 

４．１ 木質バイオマス 

 

 
 倶知安地域は森林資源が豊富な地域とは言えませんが、それゆえ未開発な未利用材資源が残され

ており、地域で利用していくには十分な資源が存在すると考えられます。そこで、倶知安地域の未利

用木質バイオマスの資源量（賦存量、利用可能量）を以下の通り推計しました。※1※2※3 

 
４．２ 雪氷熱 

 

 

寒冷多雪地域である倶知安町では雪・氷の利用は地域特性を活かした取り組みです。倶知安町の令

和 4 年度の除雪（流雪溝）計画から、除雪 3 工区の総延長 159,583m に、倶知安町の年間降雪量平年

値（1991 年～2020 年）9.21m が降ったとして、雪氷熱の賦存量を以下の通り計算しました。なお、

道路幅員は 2 車線相当 9.5m、雪比重を 0.3 としています。 
 
 

   
 
 

                                                   
※1 TJ（テラジュール）：熱量単位、DW-t：バイオマスの乾燥重量（dry-weight）トン 
※2 MWh（メガワットアワー）：電力量単位 
※3 1.0TJ＝1.0×1012 J＝277.8MWh 

倶知安町 25km 圏内の未利用木質バイオマス 
賦存量  24,382 DW-t （48,764 m3） 
  504.7 TJ 
利用可能量 5,899 DW-t （11,798 m3） 

     122.1 TJ 

雪氷熱賦存量 ＝ 4,189×335,2×10-3 ＝ 1,404 TJ 
雪氷熱利用可能量 ＝ 1,318×335.2×10-3 ＝ 441 TJ 



6 

４．３ 温泉熱 

 

 
 倶知安町で唯一の市街地温泉施設である“介護老人保健施設 麓華苑”の温泉データを調査しまし

た。市街地に温泉を掘削した場合、同様の流量、温度が得られると仮定し、温度を 50℃まで熱回収

できたと仮定して、温泉利用可能熱量を以下の通り推計しました。 
 
 
 
 
４．４ 太陽光発電 

 

 

 北海道の「新エネ賦存量推計ツール」を用いて、棟数方式の推計結果から、倶知安町における太

陽光発電の賦存量を推計しました。結果を図 4-1 に示します。 
 

 
図 4-1 棟数方式による推計結果（新エネ賦存量推計ツール） 

 

8,746 , 26%

3,184 , 9%

239, 1%

21,376 , 64%

太陽光発電賦存量

戸建住宅
集合住宅
学校
事業所

温泉熱利用可能量 ＝ 641.4×24×365＝5.618×106 MJ ＝ 5.6 TJ 
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これを見ると、太陽光発電賦存量は年間 33,544MWh＝120.8 TJ となり、約 65％が事業所、次い

で戸建住宅、集合住宅となっています。 
 次に、太陽光発電の利用可能量を推計しました。その際に課題となるのが積雪量の多さです。積

雪が多いと架台が高くなり、積雪荷重も大きくなります。そこで、現時点では本格的に普及してい

ませんが、垂直型の太陽光発電の導入を検討しました。垂直型は発電量（設備利用率）では不利と

なりますが、積雪によるトラブルを回避でき、冬期は雪面からの反射光も利用できるため降雪が多

く、風が弱い地域ではメリットが出ると考えられます。その結果、太陽光発電利用可能量は

23,079MWh＝ 83.1 TJ と計算されました。太陽光発電の検討結果を以下に示します。 
 
 
 
   
 
４．５ 小水力発電 

 

 小水力発電の賦存量・利用可能量を環境省の REPOS（再生可能エネルギー情報システム）デー

タから推計しました。その結果、京極町や共和町との境界付近の山岳部に発電適地が存在し、16 地

点が検討対象となっています。しかし、どの地点も発電単価が 800 円/kWh 以上となり、事業性は

厳しい結果となりました。 
そのため、小水力発電に関しては、賦存量 24,029MWh、利用可能量は無しとの結論に至りました。 

 
 
 
 
４．６ 地中熱 

 

 

太陽光発電賦存量   ＝ 33,544MWh ＝ 120.8 TJ 
太陽光発電利用可能量 ＝ 23,079MWh ＝  83.1 TJ 

小水力発電賦存量 ＝ 24,029 MWh ＝ 86.5 TJ 
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環境省の REPOS では、建物の熱需要量と地中熱の利用可能量を計算し、小さい方をポテンシャ

ル（利用可能量）としています。賦存量は算定していません。そこで、本調査でも REPOS ポテン

シャルを調査し、倶知安町の利用可能量とします。  
 
 
 
 
４．７ 下水熱 

 

 
下水熱の賦存量を推計するためには、最終的に下水が集まる終末処理場の温度・流量を評価する必

要があります。下水終末処理場の月間流量は年間を通じて 5,500m3 程度で安定しており、年間平均

温度は 17.6℃でした。この下水からヒートポンプで採熱して利用することを想定し、5℃まで採熱す

ると仮定して計算した結果、賦存量を 105TJ と推計しました。 
 
 
 
 
４．８ ＲＤＦ 

 

 

 RDF（Refused Derived Fuel）とは、可燃性の一般廃棄物を主原料として製造された固形燃料のこ

とです。倶知安町では可燃ごみについて羊蹄山麓 7 ヵ町村での広域処理を実施しており、2015 年か

らは処理方法として民間委託による固形燃料化がされております。製造された固形燃料は、現在町外

の企業へ販売されております。本検討では、製造している RDF を全て域内で利用したと仮定して賦

存量を推計します。 
 
 
 
  

地中熱利用可能量 ＝ 743.89 TJ 

下水熱賦存量 ＝ 105 TJ 

RDF 賦存量 ＝ 2,700×23×0.8＝49,680 GJ ＝ 49.6 TJ 
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４．９ 地域再エネ賦存量、利用可能量の再評価結果のまとめ 
再エネ賦存量、利用可能量を表 4-1、図 4-2、図 4-3 にまとめました。これを見ると、再エネ賦存

量は 2,274TJ、再エネ利用可能量は 1,396TJ と推計されました。倶知安町で最も賦存量が大きいの

は雪氷熱で全体の 62％を占めます。次いで木質バイオマス 22％と続きます。近年全道的に導入量が

増えている太陽光発電は 5％と小さい値となっています。 
 

表 4-1 倶知安町における再エネ賦存量・利用可能量 

 

 
 

 
図 4-2 倶知安町における再エネ賦存量の割合 

 
 

再エネ種類 種別 推計値 単位 熱量換算 単位

賦存量 24,382 DW-t 504.7 TJ
利用可能量 5,899 DW-t 122.1 TJ

賦存量 4,189 千t 1,404.0 TJ
利用可能量 1,318 千t 441.0 TJ

賦存量
利用可能量 5.6 TJ

賦存量 33,544 MWh 120.8 TJ
利用可能量 23,079 MWh 83.1 TJ

賦存量 24,029 MWh 86.5 TJ
利用可能量

賦存量
利用可能量 743.9 TJ 743.9 TJ

賦存量 104.4 TJ 104.4 TJ
利用可能量

賦存量 49.6 TJ 49.6 TJ
利用可能量

2,270 1,395.7賦存量合計 利用可能量合計

下水熱

RDF

木質バイオマス

雪氷熱

温泉熱

太陽光発電

小水力発電

地中熱

22%

62%

5%

4%

5% 2%
倶知安町の再生可能エネルギー賦存量

木質バイオマス
雪氷熱
太陽光発電
小水力発電
下水熱
RDF
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図 4-3 倶知安町における再エネ利用可能量の割合 

 
図 4-3 から、再エネ利用可能量を設定できたものが木質バイオマス、雪氷熱、温泉熱、太陽光発電、

地中熱でした。地中熱が最も多く全体の 53％を占めています。次いで雪氷熱が 32％、木質バイオマ

スが 9％などとなっています。しかし、導入可能量の設定は出来なかったものの、下水熱、RDF は

利用施設の条件が合えば利用可能であり、以降の導入検討では対象とします。 
今回の再エネ賦存量・利用可能量の推計結果を現在の再エネビジョンと比較すると、賦存量は太陽

光発電が大きく減っているのに対して、下水熱が新たに追加され、結果として 20％程度減少しまし

た。利用可能量は、雪氷熱や太陽光発電の評価結果が大きくなっています。これは、推計方法の違い

と新たな技術導入の結果によるものです。 
 その結果を踏まえますと、倶知安町で利用可能な再エネは、木質バイオマス、太陽光発電、RDF、
地中熱、下水熱などが考えられます。表 4-2 に新旧のビジョン導入量の比較結果を示します。 
 

表 4-2 新旧ビジョン導入量の比較結果 

 

9%

32%

0%
6%

53%

倶知安町の再生可能エネルギー利用可能量

木質バイオマス
雪氷熱
温泉熱
太陽光発電
地中熱

新ビジョン 現行ビジョン

推計値 推計値

賦存量 505 159 TJ
利用可能量 122 117 TJ

賦存量 1,404 1,187 TJ
利用可能量 441.0 2.3 TJ

賦存量 10.2 TJ
利用可能量 5.6 10.2 TJ

賦存量 121 1,189 TJ
利用可能量 83.1 1.2 TJ

賦存量 86.5
利用可能量

賦存量 53.2 TJ
利用可能量 743.9 53.2 TJ

賦存量 104.4 TJ
利用可能量

賦存量 49.6 95.2 TJ
利用可能量 95.2 TJ

賦存量 2270 2694 TJ
利用可能量 1396 279 TJ

合計

下水熱

RDF

単位導入量種別

雪氷熱

温泉熱

太陽光発電

小水力発電

地中熱

再エネ種類

木質バイオマス
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５．再エネ導入対象施設のモデル化と再エネ導入検討 

５．１ 導入対象設備のモデル化 
 地域への再エネ導入目標の設定に資するために、導入対象施設の建物用途毎に分類し、年間のエネ

ルギー需要の代表例を求めました。なお、建物規模は既存の倶知安町の建物を参考にしました。 
 表 5-1 に本調査で採用した建物用途、規模、建物仕様を示します。表中の緑色部分の施設は各種文

献等※4からエネルギー負荷を想定し、青色部分は実建物の値を使用しました。 
 

表 5-1 設定した建物用途等の情報 

 
 
５．２ モデル建物の年間エネルギー消費量 
 モデル建物の年間エネルギー消費量を推計しました。推計に際して、以下の項目を調査しました。 

結果を表 5-2、図 5-1 に示します。 
 

① 標準エネルギー原単位（ピーク負荷、年間負荷） 
② 標準原単位に乗ずる地域係数（最大、年間） 
③ 月別負荷パターン（建物用途毎） 
④ 時刻別負荷パターン（建物用途毎） 

 
 

                                                   
※4 都市ガスによるコージェネレーションシステム計画・設計と評価、空気調和・衛生工学会 

建物用途別負荷原単位及び未利用エネルギーデータの整備、空気調和衛生工学論文集 No.299 

 空気調和衛生工学便覧第 14 版 3 空気調和設備設計編 P319 

地域冷暖房技術手引書 P335 
 

建物用途 主な業種 延床面積 稼働率 業務形態 参考施設 負荷想定
業務施設 事務所、役場庁舎、公民館など 5,000 0.71 土日休業 想定
宿泊施設 ホテル 27,000 1.00 無休 町内ホテル
商業施設 スーパーマーケット、商業ビル 8,000 1.00 無休 町内量販店
医療施設 総合病院 23,000 1.00 無休 町内病院
集合住宅 マンション、集合アパート 700 1.00 無休 町内小型集合住宅
新幹線駅 都市施設、展望施設 2,100 1.00 無休 想定

新幹線駅東西広場 駐車場、モータープール、都市公園 7,100 1.00 無休 設計値
プール プール絵本館複合施設 2,500 1.00 無休 想定
住宅 倶知安型住宅 110 1.00 無休 倶知安型住宅認定基準

集会施設 イベント行事、文化福祉活動 4,500 0.71 指定日休業 公民館
学校 教育施設 7,000 0.71 土日休業 倶知安小学校

文献から想
定

実施設の数
値を使用
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表 5-2 モデル建物の年間エネルギー消費量 

 

 

 
図 5-1 モデル建物の年間エネルギー消費量内訳 

 
 表 5-2 を見ると、建物種別によりエネルギー消費内訳が異なり、それぞれの特徴に合わせた再エネ

導入の検討が必要となることが分かります。図 5-1 から、モデル負荷では暖房と電力の使用量が多

く、次いで給湯、冷房の順となります。暖房と給湯を合わせると全体の 51％を占めるため、再エネ

（熱）の導入を検討することが重要となります。 

建物仕様

m2 kWh kWh kWh kWh kWh kWh kWh

業務施設 5,000 780,000 203,472 433,333 130,556 563,889 61,830 1,609,191

宿泊施設 27,000 5,400,000 1,571,250 6,030,000 2,512,500 8,542,500 166,941 15,680,691

商業施設 8,000 1,808,000 581,111 784,000 210,603 994,603 3,383,714

医療施設 23,000 3,910,000 1,070,139 4,753,333 2,140,278 6,893,611 142,209 12,015,959

集合住宅 700 14,700 3,208 39,200 24,500 63,700 81,608

新幹線新駅
都市施設

2,100 327,600 85,458 182,000 54,833 236,833 649,891

新幹線駅
東西広場

12,100 1,496,286 1,496,286

プール絵本館
給湯・暖房

1,370 213,720 55,751 273,543 31,003 304,546 574,017

プール絵本館
プール加温

1,130 339,456 339,456

住宅 110 8,512 291 14,871 8,567 23,438 32,241

集会施設 4,500 163,509 0 445,192 1,382 446,574 56,265 666,348

学校 7,000 122,503 0 605,111 0 605,111 86,562 814,176

合　計 92,010 12,748,544 3,570,680 13,560,583 5,453,678 18,674,805 2,010,093 37,343,578

暖房＋給湯 融雪

年間エネルギー消費量

延床面積 合計建物用途 電力 冷房 暖房 給湯

34%

10%36%

15%
5%

モデル建物の年間エネルギー消費量内訳

電力
冷房
暖房
給湯
融雪
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５．３ モデル建物への再エネ導入検討 
 表 5-3 にモデル建物への再エネ導入検討結果を、図 5-2 に二酸化炭素削減量を示します。 
 

表 5-3 モデル建物への再エネ導入検討結果 

 
 

 
図 5-2 モデル建物の二酸化炭素削減量 

 
これを見ると、木質バイオマスはほぼ全ての建物への導入が可能で、建物当たり数十から数百トン

の二酸化炭素が削減出来ます。雪氷熱もほぼ半数の建物への導入が見込まれ、数十トンレベルの二酸

化炭素が削減出来ます。また、二酸化炭素削減量は、宿泊施設、医療施設、新幹線駅（都市施設、東

西広場）、プール絵本館複合施設、学校で大きくなっており、これらの施設への導入が効果的である

ことが明らかとなりました。 

年間消費量 CO2削減量 採熱管本数 CO2削減量 発電量 CO2削減量 発生熱量 CO2削減量 貯雪量 CO2削減量 合計

ｔ t-CO2 本 t-CO2 kWh t-CO2 kWh t-CO2 t t-CO2 t-CO2

業務施設 160 81.4 30 6.8 509 10.9 99.1

宿泊施設 483 246.7 81 18.4 1,964 42.0 307.1

商業施設 281 143.6 22,888 12.2 1,453 31.1 186.9

医療施設 390 199.1 69 15.7 34,332 18.4 1,338 28.6 261.8

集合住宅 14 18.4 18.4

新幹線駅
都市施設

124 68.4 120 27.3 1,068 22.9 118.6

新幹線駅
東西広場

497 253.6 300 68.3 321.9

プール絵本館
暖房・給湯

172 88.0 88.0

プール絵本館
プール加温

192 98.0 98.0

住宅 4.9 6.8 6.8

集会施設 131 72.1 27.3 6.2 2,289 1.2 108,000 15.1 94.6

学校 319 175.7 42 25.6 3,732 2.0 108,000 15.1 218.4

合　計 2,768 1,452 669 168 63,241 34 216,000 30 6,332 136 1,820

建物用途

再エネ導入量
CO2削減量

木質バイオマス 地中熱 太陽光発電 下水熱 雪氷熱

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

業務施設 宿泊施設 商業施設 医療施設 集合住宅 新幹線駅

都市施設

新幹線駅

東西広場

プール絵本館

暖房・給湯

プール絵本館

プール加温

住宅 集会施設 学校

C
O
2
削
減
量
（

t
-
C
O
2
／
年
）

倶知安町モデル負荷への再エネ導入によるCO2削減量
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６．倶知安町再生エネ導入目標 

６．１ 再生エネ導入目標 
 これまで検討した再エネ賦存量・利用可能量、モデル建物への再エネ導入結果を踏まえ、2030 年

における再エネ導入目標を「利用可能量」と同じ値としました。また、それぞれの再エネ種別につい

て、導入方針（考え方）を整理しました。結果を表 6-1 に示します。下水熱と RDF の利用可能量は

ゼロとしましたが、今後の導入可能性が考えられるため、目標設定に際してはそれぞれ 10TJ を目標

としました。この結果、倶知安町における 2030 年再エネ導入目標を 1,416TJ としました。 
 
 
 
 

表 6-1 倶知安町における 2030 年再エネ導入目標 

 
 
６．２ 二酸化炭素削減目標 
 前節で推計した再エネ導入目標をもとに、二酸化炭素削減目標値を推計しました。結果を表 6-2 に

示します。この結果、利用可能量の全量を削減目標としましたが、二酸化炭素削減量の合計は 85,171t-
CO2となり、倶知安町が排出する二酸化炭素量（2020 年、132 千 t-CO2）の 65％となりました。 
 今後のゼロカーボンの実現には、更なる再エネ導入が必要となります。 
  

利用可能量 単位 熱量換算目標値 単位

木質バイオマス 5,899 DW-t 122.1 TJ
地域のチップ資源の利用拡大を図り、目標に出来るだ
け近づく。

雪氷熱 1,318 千t 441.0 TJ
利用可能量は大きいが、冷熱需要が限られるため、可
能な範囲での導入事例を蓄積。

温泉熱 5.6 TJ

太陽光発電 23,079 MWh 83.1 TJ
寒冷多雪地域での垂直型の導入事例を調査し、倶知安
町での試験導入を図る。

小水力発電 －

地中熱 743.9 TJ 743.9 TJ
イニシャルコストを踏まえ、可能な範囲で導入事例を
積み上げる。

下水熱 10.0 市街中心部での試験導入を図る。

RDF 10.0
RDFボイラーの開発状況を注視。開発機が出来た段階
で試験導入を図る。

1,415.7 TJ

2030年再エネ導入目標
導入方針

再エネ導入目標量合計

再エネ種類

倶知安町再エネ導入目標  2030 年に 1,416 TJ 
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表 6-2 倶知安町における 2030 年二酸化炭素削減目標 

 
 
 
 
 
  

削減目標値 単位
二酸化炭素削減量

t-CO2

木質バイオマス 122.1 TJ 8,326
雪氷熱 441.0 TJ 32,769
温泉熱 5.6 TJ 382

太陽光発電 83.1 TJ 5,667
小水力発電 － 0
地中熱 743.9 TJ 36,850
下水熱 10.0 TJ 495
RDF 10.0 TJ 682

85,171

再エネ種類

再エネ導入目標量合計（t-CO2）

2030年二酸化炭素削減目標

倶知安町二酸化炭素削減目標 2030 年に 85,171 t-CO2 
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７．再エネ導入計画 

 これまで検討してきたモデル建物への再エネ導入検討では、あくまでモデルとしての検討であ

り、導入が具体化されているものは少ない状況です。しかし、新幹線駅とプール絵本館複合施設は

次年度以降に基本設計の計画があり、導入スケジュールを見通すことが可能な案件です。そこで、

再エネ導入スケジュールの策定はこの両施設を対象に検討しました。結果を表 7-1 に示します。 
 

表 7-1 倶知安町における再エネ導入スケジュール 

 

 
 これを見ると、プール絵本館複合施設は 2024 年度に基本・実施設計を行い、2025～2026 年度に

工事を計画しています。従いまして、再エネ導入設備の基本設計は 2024 年度に実施されます。現

時点では、木質バイオマスの導入に向けた検討が進められています。 
 新幹線駅につきましては、施設の管轄箇所が JR 北海道、倶知安町、北海道と三者に分かれてお

り、調整が続けられている段階です。現計画では、都市施設エリアには暖房・給湯用として木質バ

イオマスを、融雪エリアには木質バイオマスと地中熱の導入について検討されており、これらを着

実に実施することで、再エネ導入促進が図られます。図 7-1 に新幹線駅への再エネ導入検討箇所を

示します。 
 

種別
設備容量 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

暖房・給湯 木質バイオマス 木質ボイラー300kW 基本設計 実施設計 未定
地中熱 ヒートポンプ900kW

木質バイオマス 木質ボイラー300kW
冷房 雪氷熱 雪氷貯蔵庫2,374m3

プール絵本館
複合施設

暖房・給湯 木質バイオマス 木質ボイラー360kW
基本

実施設計
工事 工事

運用
開始

年度展開
施設名 対象設備

新幹線駅 開業

再エネ種別

東西広場融雪
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図 7-1 新幹線駅への再エネ導入検討箇所 
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８．地域再エネ導入ビジョン基本方針 

８．１ ビジョン改訂基本方針 
 第 6 次倶知安町総合計画（2020 年度～2031 年度）の、環境に関する個別目標 3「帰ってきたくな

る故郷（まち）にする」を実現するため、現行ビジョンの基本理念である“資源循環があり、環境と

共生するまちづくりの推進”を活かしつつ、地域再エネ導入ビジョンの基本方針を再設定します。 
 倶知安町は、羊蹄山麓の豊かな自然環境に恵まれ、豊富な雪資源から得られる河川水、地下水な

どの水資源をベースに、産業・農業・観光業・行政が集約し、地域の中核都市として発展してきま

した。加えて、ニセコエリアの国際リゾート化が進展し、インバウンドを含めて世界中から人が集

まる国際都市としての役割が期待されています。 
 しかし、国際リゾートとして発展を続ける中、海外観光客・外国籍住民の増加に伴うエネルギー

消費増加、廃棄物処理問題、温泉資源の枯渇、環境破壊などの課題が出ており、人々が夢をもって

住み続けられる「ふるさと倶知安」の実現には、更なる環境保全の取り組みが求められています。 
 加えて、新幹線開業や高速道路開通などが予定されているため、更なる対策が必要な状況にありま

す。これらの環境変化を踏まえ、地域再エネ導入ビジョン基本方針を以下の通りとします。 
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地域再エネ導入ビジョン基本方針 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

地域再エネ導入ビジョン方策 

１：倶知安町に合った再エネ導入に関する理解を深める  

 倶知安町は寒冷多雪地帯であり、地下水が豊富、周囲を山岳に囲まれた盆

地に位置しており、これらの自然環境を活かした再エネ導入を図ることが

重要です。また、再エネの活用に際して留意すべき点が多くあり、メリッ

トとデメリットをよく理解することが求められます。 
 倶知安町に合った再エネに関する正しい情報提供、説明会、講演会等を

実施し、町民の理解促進を図ります。 
 

２：再エネ導入事例を増やす  

 町が率先して公共施設へ再エネ導入を行い、再エネ活用に係る知識・経験

を習得します。 
 これにより得られた様々な情報を町民に開示するとともに、様々な施策

を通じて町民の再エネ導入を支援します。 
 

３：倶知安町への導入を促進するため、新技術の導入を図ります  

 再エネの導入には様々な課題があります。これを解決するために、積極的

に新技術の導入検討を行います。 
  

地域に合った再エネの導入により、 

豊かな自然環境を守り抜くまちの実現 
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８．２ 推進体制 
地域再エネ導入ビジョンの実施に際しての推進体制を図 8-1 に示します。推進体制は大別して、地

域再生可能エネルギー利用推進に関する理解啓発を図る対象と、エネルギー供給サイドであるごみ

固形燃料製造会社や森林組合、地元製材会社などの燃料製造・供給・集配の高度化を図る対象、エネ

ルギー消費サイドである町民、一般事業者あるいは公共施設管理部門への導入促進を図る対象の 3 つ

に分類されます。 
これらの対象に対して、倶知安町が中心となり、理解促進、導入促進、燃料の品質確保、安定供給、

通年集配などの諸施策を実施していきます。 
 

 
図 8-1 地域再生可能エネルギー導入ビジョンの推進体制 

 
８．３ ビジョン実現のための具体方策 
（１）公共施設への再エネ導入 
（プール絵本館複合施設） 
 プール絵本館複合施設へ木質チップを燃料としたバイオマスボイラーの導入を検討します。バイ

オマスボイラーの導入に際して、ボイラー選定、木質チップの品質確保（水分率）、安定供給、価格

などを検討します。これにより得られた知見は積極的に開示します。 
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（新幹線駅） 
 新幹線駅の、都市施設、東西広場への再エネ導入を検討します。基本設計の段階から、木質バイオ

マス、雪氷熱、地中熱などの導入の可能性を検討します。 
 
（２）RDF の利用可能性検討 
 RDF は倶知安町で生産される地域資源です。そのため、安全安心に燃料として活用できるボイラ

ーの開発が待たれます。燃料として活用できるとなった場合に、RDF の品質安定化が重要であり、

可燃ごみの適切な分別等が重要です。各機関と協力して、出来るだけ早い段階での試験導入につなげ

ます。 
 
（３）太陽光発電の可能性検討 
 倶知安町は寒冷多雪地域であるためこれまで太陽光発電の導入は進んでいませんでした。しかし、

近年技術革新が進み、垂直型の架台・発電モジュールが実用化されています。垂直型は風圧荷重が大

きいものの、積雪の影響を受けづらいことから倶知安町に適していると考えられます。また、壁設置

方式やフレキシブルなシート状のモジュールも製品化されつつあります。 
 そこで、試験導入も含めて新たな太陽光発電の導入可能性を検討します。 
 
（４）下水熱の利用可能性検討 
 下水熱は年間を通じて温度が安定しており、利用が可能であれば有力な再エネ候補となりえま

す。札幌市では 2025 年に運用開始する中央区役所に下水熱を採用します。倶知安町の下水道は小

口径（300mm 以下）が多く、課題もありますが、下水熱の利用可能性を検討します。 
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